
１．目的

２．交付対象

３．対象行為（集落協定）

４．交付単価（10aあたり）
地目 区分 通常単価(10割) 基礎単価(8割) 田 畑

急傾斜 21,000円 16,800円
緩傾斜 8,000円 6,400円 3,000円 3,000円
急傾斜 11,500円 9,200円 4,500円 1,800円
緩傾斜 3,500円 2,800円 6,000円 6,000円

５．負担区分
　　通常地域 … 地域振興立法(８法)指定地域　　　国　１／２　：　県　１／４　：　市町　１／４
　　特認地域 … 地域振興立法(８法)指定外地域　　国　１／３　：　県　１／３　：　市町　１／３

加算措置
集落連携・機能維持加算
①集落協定の広域化支援
②小規模・高齢化集落支援
超急傾斜農地保全管理加算

中山間地域等直接支払交付金（４期対策H27～H31）

畑

　過疎化・高齢化の進んでいる自然的・社会的・経済的条件が不利な中山間地域等において、耕作放棄
を防止し、農業生産活動を継続することによって、農業農村のもつ多面的機能を維持するという観点か
ら、協定に基づき５年間以上継続して活動する農業者や生産組織等に対して、対象の面積に応じて交付
金を交付する。

田

対象地域

◇「特定農山村法」「山村振興法」「過疎法」等の地

域振興立法(８法)指定地域

◇知事が指定する特認地域

①８法地域に地理的に隣接する農地

②農林統計上の中山間地域

③農林業従事者割合、農林地率や人口減少率、人口密

度などの要件を満たす地域

④特定農山村法に係る要件を満たす地域

対象者
◇集落協定に基づき５年間以上継続して農業生産活動

を行う農業者等

◇個別協定に基づき５年間以上継続して農業生産活動

を行う認定農業者等

対象農用地
◇対象地域内の農振農用地で、以下のいずれかの基準
を満たす１ha以上の一団の農用地
①下図の傾斜基準以上の田、畑、草地、採草放牧地

②小区画・不整形な田

③高齢化率･耕作放棄地率の高い集落の農地
④積算気温が低く、草地比率の高い草地（北海道の
み）

※一団の農用地：農用地の保全に向けた共同取組活動

が行われる場合は、1ha未満の団地等であっても、一団

①基本的事項

◇集落マスタープランの作成

◇耕作放棄の防止等の活動

◇水路・農道等の管理活動

◇多面的機能を増進する活動

②体制整備に向けた取組

◇農用地等保全活動の実践

◇体制整備のための選択的必須事項（Ａ要件～Ｃ要件より１つ以上）

Ａ要件

○機械・農作業の共同化

○高付加価値型農業の実践

○農業生産条件の強化

○担い手への農地集積

○担い手への農作業の委託

Ｂ要件

○新規就農者等の確保

○地場産農産物等の加工・販売

○消費・出資の呼び込み

Ｃ要件

○集団的かつ持続可能な体制整備

③[より積極的な取組]

(体制整備に向けた取組に加えて、以下
の取組を行うと加算措置があります。）

１．集落連携・機能維持加算
①集落協定の広域化支援（拡充）

（１協定 上限２００万円）
②小規模・高齢化集落支援（継続）

２．超急傾斜農地保全管理加算（新設）
水田 傾斜 1/10以上
畑 傾斜 20°以上

①のみ

①＋②

基礎単価(８割)

通常単価(10割) 加算措置

③［より積極

的な取組］
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１．対象面積、協定面積、集落協定参加農家数
• 平成28年度は、10市町、1,692.2haで中山間地域等直接支払制度に取り組まれた。

• 協定数が６増加し（大津市１、栗東市１、甲賀市１、多賀町１、長浜市２）、協定面積は
77ha増加した。

1

表1　平成28年度の対象面積と協定面積、集落協定参加農家数等

(590.4) 447.8 (23) (17) (6) (1,127)

592.8 455.1 24 18 6 1,167

- 36.6 (5) (5) (0) (83)

51.6 38.9 6 6 0 90

(673.4) 423.8 (52) (47) (5) (722)

687.9 435.1 53 48 5 899

(7.1) 6.5 (1) ([1]) (1) ([1]) (0) -

7.1 6.5 1 [1] 1 [1] 0 -

(127.1) 124.2 (12) (11) (1) (351)

127.0 124.2 12 11 1 351

(47.6) 47.3 (3) 0 (3) (67)

47.4 47.3 3 0 3 66

(19.6) 14.0 (2) (2) (0) (29)

30.6 24.7 3 2 1 67

(264.8) 201.1 (13) 12 (1) (290)

264.8 203.7 13 12 1 289

(220.8) 190.2 (21) 20 (1) (472)
318.2 233.1 23 22 1 505
(245.4) 123.5 (11) ([1]) 2 (9) ([1]) (139)
245.4 123.5 11 [1] 2 9 [1] 139
(2,196.2) 1,615.1 (143) ([2]) (117) ([1]) (26) ([1]) (3,197)
2,372.8 1,692.2 149 [2] 122 [1] 27 [1] 3,573

注２）個別協定は人数に含めず

注３）各項目の上段の（　）は平成27年度の数値。滋賀県計の不整合は、各項の四捨五入によるもの。

多賀町

米原市

長浜市

高島市

滋賀県計3）

注１）湖南市、高島市の協定数欄の[　]は個別協定数で内数

大津市

栗東市

甲賀市

湖南市

東近江市

愛荘町

市町名
対象面積
（ha）

協定面積
（ha）

集落協定参

加農家数2）

（人）
協定数1） 基礎単価

通常(10割) 基礎(8割)

２．協定数の推移

• 平成28年度は149協定と前年度より６協定増加した。

• 集落協定は147(H27は141)、個別協定は2(H27は2)でした。

• 通常単価で取り組んだ協定は122協定（H27は117協定）、基礎単価で取り組
んだ協定は27協定(H27は26協定)でした。

第３期対策（平成22～26年度）

【基礎単価（8割）】
農業生産活動等を継続するための活動のみに取り組んだ場合に交付される単価で、通常単価の８
割の額。

【通常単価（10割）】
農業生産活動等を継続するための活動に加え、体制整備のための前向きな活動（機械・農作業

の共同化や多様な担い手の確保など）に取り組んだ場合に交付される単価。
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第4期対策（平成27年度~



 
 

 

 

 

•

 
•

 

1.

 
2.

 

 

 

1.

 
2.

 

•

 
•

 

 
 

   
 

1.

 
2.

 

 
1.

 
2.

 

 

 

 

 

1.
 

2.
 

1.

 
2.

 

1.

 
2.

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

  
1.

 
2.

 
  

3.
 

4.
(

) 

 

 
 

29
 

60
%

60
80

%
80

%
 

31
 

 
 

1.
10

 
2.

 
3.

 
4.

 
5.

 

 

 

 

 
•

 
•

 
•

 

 

•
 

•
 

•
 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 


